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 久野のJT小田原工場跡地のイオンタウンの工事で

すが、現状をお知らせします。 
 

■これまでの経緯 

・2022/5 店舗面積や高さを緩和する地区計画が  

 正式決定 

・2022/7 出店者募集説明会を開催  
 

■現状（6月末現在） 

・イオンタウンHPにイオンタウン小田原(仮称)の情

報なし 

・建設工事未着工 

・市議会建設経済常任委員会に報告なし 

・大規模小売店舗立地法に基づく届出なし(県HP) 
 

■社会情勢ほか 

・（都）城山多古線（都）小田原山北線トンネル等  

 工事の埋蔵文化財発見に伴う工事の遅れ   

・市立病院建替え工事に伴う（都）城山多古線道路 

 の渋滞が平日午前中に発生 

・イオンモールがアウトレットを平塚大神地区に出 

 店（4/28開店） 

・建築資材高騰 2021年より３割高 
 

 

■大規模小売店舗立地法の概要 

法律制定の目的  

1 大規模小売店舗が地域社会との調和を図っていく

ためには、交通・環境問題等の周辺の生活環境へ

の影響について適切な対応を図ることが必要。  

2 このため、大規模小売店舗立地法を制定し、地域

住民の意見を反映しつつ、地方自治体が大規模小

売店舗と周辺の生活環境との調和を図っていくた

めの手続等を定めている。  

法律の概要  

1 大規模小売店舗（店舗面積1,000㎡超）を新設・

変更する者は、県に届出なければならない。  

2 経済産業大臣は、生活環境の保持のため、交通、

騒音、廃棄物等、設置者が配慮すべき事項を指針

として定める。 

９２,５３１円 
情報公開の第一歩 政治資金を見えるようにします。 

印刷代(月刊武松印刷代)              ２０,８６８円 

交通費(駐車場、燃料代、高速代 )     １０,４２７円 

通信費(折込代、携帯電話代 )       ６１,２３６円   

支出計 23/6/1～23/6/30             ９２,５３１円 

 

寄付 匿名さん           １０,０００円 

６月の支出(図書､備品、慶弔、飲食除く) 

3 設置者は、指針に沿って、駐車場の確保、騒音の

抑制、廃棄物の保管等の対応を図らなければなら

ない。  

4 県は、地元市町村や地元住民等の意見を踏まえ、

設置者に意見を述べることができる。  

5 県は、設置者が意見に従わない場合には、勧告等

を行うことができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■考察 

 現状、大規模小売店舗の届出が県に提出されてい

ないことから、県が意見提出まで少なくとも８ヶ月

かかると想定すると年度内の開店は難しいと判断し

ています。 

 改めて、情報が入り次第お伝えします。 

設置者が説明会開催  

市･住民等が意見提出  

県が意見提出  

設置者が対応策提示  

県が勧告等  

市が意見提出 ※ 

 設置者が新設を届出 指針 

(公告・縦覧) 

(公告・縦覧) 

(公告・縦覧) 

(公告) 

(公告・縦覧) 

2ヶ月 

2ヶ月 

4ヶ月 

8ヶ月 

※設置者が県の意見を適

切に反映しておらず、

周辺地域の生活環境に

著しい悪影響があると

認められる場合  
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■お知らせ■ 

議会報告会は、都合により中止です。 

８月の月刊武松発行配布は中止します。 

   HP         twitter    facebook               

                                                               

商工会議所旧会館 未だ検討中  

■２０２３年２月志民･維新の会代表質問と市長答弁 

 小田原箱根商工会議所の旧会館の寄附に関しまし

て伺います。 

 この件については、2021年３月定例会の会派代

表質問で21番武松忠議員が、土地使用の賃貸借契

約内容と建物の解体費用負担について質問いたしま

した。答弁では、契約期間は２０２３年３月３１日まで

で、市が承認した場合を除き、小田原箱根商工会議

所が自己の負担で解体することになるとのことでし

た。また、９月定例会の建設経済常任委員会におい

て、建物の解体費用の概算は１億円から１億５千万円

程度が見込まれるとのことでしたが、本市は今後、

利活用の可能性を検討し、その上で判断するとのこ

とでした。 

 小田原駅の近くという好立地条件ではあります

が、寄附を受ければ新たな公共施設が増えることに

なり、市の財政負担も増えます。そこで、本市とし

ての検討の進捗状況について伺います。 

 また、本件につきましては、寄附行為のため議会

の議決案件ではありません。そこで、議会と十分な

意思疎通を図るべきと思いますが、議会への報告等

について、どのように取り組んでいこうと考えてい

るのか伺います。 
 

守屋市長 商工会議所旧会館に関する要望について

の質問がございました。 

 現在、関係所管が連携し、活用の可能性の有無や

メリット・デメリットなどを含めて検討を進めてい

るところでございます。方向性がまとまった段階

で、改めて報告させていただきます。 
 

■現状（６月末現在） 

・商工会議所旧会館は閉鎖中 

・契約期間を延長し、用地占用料は減免 

 （口頭確認のみ、書類は未確認） 

・市関係所管が詳細検討中で、商工会議所の要望に

対する回答はしていない。 
 

■課題 

 寄附行為のため議会の議決案件ではありません。

しかし近い将来、建物解体費用に億単位の支出が想

定される場合、議決案件にすべきです。 

日本先端工科大学(仮称)は 

 関東学院大学小田原キャンパス跡地に日本先端大

学(仮称)の設置準備が行われていることはお伝えし

ました。その後の状況をお知らせします。 
 

■設置認可申請見送り・名称変更 

 22年秋に予定していた文部科学省への大学設置

認可申請は、見送られました。また名称が、日本先

端大学(仮称)から日本先端工科大学(仮称)に変わって

います。 
 

■売買契約など 

 学校法人小田原教育メディア(※西和彦理事長)は

2023年1月15日、関東学院大学小田原キャンパス

の建物の売買契約及び土地の譲渡契約を締結しまし

た。同法人は日本先端工科大学 (仮称 )の開学を

2025年4月に予定しています。  

※西和彦氏 

 アスキー創業者で米マイクロソフト元副社長  
 

■設置構想中の大学概要 

設立準備委員会 西和彦委員長  

大学名：日本先端工科大学（仮称）  

学部等：工学部工学科(仮称)開設予定（設置構想中） 

 ・表面・超原子先端材料工学コース  

 ・医工学コース    ・IoTメディアコース  

 ・移動体工学コース  ・地球・月学コース 
  

■西和彦氏破産手続き開始 

2023年3月13日 破産手続き開始 

2023年7月25日 第1回債権者集会 

 破産の申し立ては西和彦個人に対するもので、学

校、団体、会社とは全く関係がないと説明。 
 

■西和彦氏の破産に伴う影響 

・(学)小田原教育メディア理事長辞任 

・設立準備委員会委員長 → 委員 

・向こう５年は、大学理事長等要職に就けない。 

 → 教員や顧問として大学に貢献していく 

・風評 

 

 市議会常任委員会には、今のところ報告はありま

せんが、情報が入り次第、改めて報告します。 

  


